
令和８年４月2１日



議 題 ２

１ 北海道内部統制推進員会議について

２ 内部統制制度について

３ 令和８年度の取組について

（１） 令和８年度の重要リスク項目・重点取組項目について
（２） 不適正事務の再発防止に向けた取組について
（３） NHK放送受信料未払いの再発防止について
（4） 令和８年度財務会計事務関係研修について

４ その他



北海道内部統制推進員会議について ３

｜北海道内部統制推進員会議の概要

設置年月日 令和６年１０月３０日

会議の目的
・ 重要リスク項目に係る再発防止策の効果的な実施

・ リスク事案に関する情報共有

推 進 員
・ 各部（局）次長

・ 各（総合）振興局副局長

推進員の役割
・ 再発防止に向けた取組に関する情報の横展開

・ リスク事案に関する機動的な情報提供

会議の開催
・ 年度当初など毎年度定期に開催

・ リスク事案が発生した際、必要に応じ随時に招集



北海道内部統制推進員会議について 4

｜令和７年度の開催状況

開催日 議題

第1回 R７.4.22

・ 北海道内部統制推進員会議について

・ 内部統制制度について

・ 令和７年度の取組みについて

第2回 R8.1.14 ・ ＮＨＫ放送受信契約の未払い事案について

第3回
R8.3.26
(書面開催)

・ 内部統制制度について

・ 重要リスク項目・重点取組項目について

・ 令和８年度の取組



内部統制制度について 5

｜内部統制制度の概要

地方自治体の長自らが、事務上のリスクの発
生を抑制し、事務の適正な執行を図ることで、
行政サービスの安定的、持続的、効率的かつ効
果的な提供を目指すもの。

道では、令和２年度に内部統制制度の運用を

開始し、独自に設定している重要リスク項目
について、適切に事務が執行されるよう、各課
で対応策を実施している。

リスク対応策の実践

・ 重要リスク項目の特定
・ 対応策の検討、実施

評価報告書の作成

・ 対応策の有効性を評価
・ 評価報告書を作成

議会への報告・公表

・ 監査委員の審査後、議会
提出・公表

監査委員による審査

・ 評価が適切に実施されたか
等の審査、意見を付す

平成29年

地方自治法改正

令和2年度からの導入を
義務づけ
（都道府県及び政令指定都市）

令和２年度

制度導入

北海道の適正な事務執行
に向けた取組に関する方
針を策定（R2.4.1）



内部統制制度について 6

｜重要リスク項目とは

道の業務のうち、リスク発生の可能性が高いものや、

発生した場合の影響度が大きいものを「重要リスク項目」として選定。

・財務規則
・倫理条例
・公文書の管理に関する規則
・文書管理規程
・情報セキュリティポリシー
・財産の交換、譲与、無償
貸付等に関する条例

・
・

全庁共通的な内部統制

影

響

度

大

中

小

小 中 大

発生可能性

リスクの高い
ものを選定し
発生の防止･抑制

基本的に既存の
制度で対応済み

想定する
リスクの
洗い出し

選定したリスクに
ついて、対策の検
討、点検・評価を
実施



内部統制制度について 7

｜制度の流れ

1～2月 4月 １年度間の取組を評価、翌年度３定で報告
各所属の取組実施内容
を前年度３月に検討

各所属における取組期間：4～3月



令和８年度の取組について 8

｜（１） 令和８年度重要リスク項目及び重点取組項目

１
支出負担行為決定書等の未作成
及び不備

６ 情報資産の不適切な管理

２
不適切な支払い事務（支払い遅
延）

７ 個人情報が入った文書の誤送付

３
予定価格、最低制限価格、調査
基準の価格の不適切な管理及び
決定

８ 議事録の未作成

４ 準委任の委託契約の過請求 ９
住民等からの申請及び届出にお
ける不適切な事務（未処理及び
遅延）

５
間接補助事業における額の確定
の誤り

１０
指定管理者制度に係る公募及び
選定手続における不適正事務

※赤枠が「重点取組項目」（特に重点的に取り組むべきリスク）



令和８年度の取組について 9

｜重点取組項目とは

重要リスク項目のうち、「重要リスクに選定してから２年以内のリスク」、
「重点取組項目に選定してから２年以上経過し、選定年度から発生件数
が減少していないリスク」 、「過去５年間において特に発生頻度が高いリ
スク」 について、関係規程やマニュアル、発生事案の傾向と対策等をわか
りやすく情報提供し、リスクの発生抑止に重点的に取り組む

令和８年度 重点取組項目

⚫ 不適切な支払い事務(支払い遅延)

⚫ 予定価格、最低制限価格、調査基準の価格の不適切な管理及び決定

⚫ 準委任の委託契約の過請求

⚫ 間接補助事業における額の確定の誤り

⚫ 個人情報を含む文書の誤送付



令和８年度の取組について 10

｜重点取組項目とは

＜内部統制通信－リスクのクスリ－＞
５項目の重点取組項目について、リスクに関するルールや発生事案の傾向と対策
等を情報提供



令和８年度の取組について 11

｜（２） 不適正事務の再発防止に向けた取組

専門性の高い

人材の育成

 北海道職員人材マネジメントビジョンに基づく取組

 会計業務など専門知識の向上を図る研修の充実

継続的取組として
引き続き実施

管理職員の

マネジメント能力向上

 管理職向けの各種テキストの整備・普及

 管理職員のマネジメント・チェックの実施

ヒューマンエラー

の抑制

 デジタル技術の活用や業務のマニュアル化促進

 業務進捗状況を共有する手法の導入

コア業務に集中

できる環境づくり
 定例業務のプロセスの見直し

道内部の牽制機能

の強化

 各部代表課機能の強化、相談体制構築

 内部統制推進員会議を活用した情報の速やかな共有

R8年度の取組令和７年度の取組



NHK放送受信料未払いの再発防止について 12

｜テレビ受信機台帳（別記第８号様式）

機器種別 品　　名
設置場所（部屋）

の設備状況

１：テレビ
２：携帯電話
３：スマートフォン
４：タブレット
５：パソコン
６：ポータブルナビ
７：その他（備考欄(１)
に内容記入） メーカー 型番 地上のみ

地上
衛星

TV
ジャック
あり

TV
ジャック
なし

NHK
放送
受信可否
（自動表
示）

地上
のみ

地上
衛星

1

受信機
番　号

所管部 所管課
設置場所

（保管場所）
設置年月日等

機器の機能
（受信機の性能）

NHK放送受信可否
（実際に視聴可能な放

送種別）

契　約
（要不要）

（契約不要
の場合記入）

⑨と⑫が
一致しない理由

備考欄（１） 備考欄（２） 備考欄（３） 備考欄（４）

要：1台目
不要：2台目以降

※２台目以降は、
同一室内に２台以
上設置した場合、
２台目以降は契約
不要（部屋の規模
により例外あり）
であるものを指し
ます
(２台目以降半額
とは別)

１台目の
受信機番号
（同一室内で
契約している
受信機の⓪受
信機番号を記
入）

地上
衛星

※地上衛
星ともに
視聴可の
場合はこ
ちら

１：契約種別誤りのため
２：その他（備考欄(3)に内
容記入）

④その他を選択の
場合は機器名記入

（自由記載）

⑦、⑨が
一致しない理由

１：電波不良により地上
波のみ

⑬その他を選択し
た場合に記入
（自由記載）

その他
（撤去・移動年月日
等、）

現物との
突合結果

写真

契約種別



NHK放送受信料未払いの再発防止について 13

【記録管理について】
各所属課（室）長は、毎年度の受信契約申込時にはテレビ

受信機等と台帳を突合し、受信契約の集約機関に報告するこ
ととされたことから、期日までに台帳を整理の上、適正に報
告してください。
なお、各所属において、台帳の整備がされていない場合は、

台帳及びラベル又はシールを作成し、現物との突合を確実に
実施してください。

【設置状況等報告について】
各所属課（室）長は、テレビ受信機の設置や廃棄時、ＮＨ

ＫＯＮＥの利用開始の利用開始や終了時及び受信機等の設置
場所の変更時には、受信契約の集約機関へ連絡等の必要な措
置を直ちにとり、受信契約の変更を要する場合には遅延が発
生しないようにしてください。



オンデマンド方式
（１パソ視聴）

対面方式

令和８年度財務会計事務関係研修について
（本年度実施する出納局主催の研修）

③ 財務会計事務基礎研修
④ 専門研修

⑤ 財務会計事務指導職員研修会

長

経
験

短

◆ 初任者向け研修を新設
• 財務会計事務の経験や習熟度に
応じた研修体系を構築

◆ 研修内容に応じた方式
• オンデマンド研修はいつでも受講

可能（職場単位でも個人でも）
• 対面研修は演習を充実

◆ 職場単位の研修へのサポート
• 講師派遣
• 職場研修（任意課題）提供予定

⑥ 専門人材
育成研修

財務会計事務初任者研修新

研 修 名 目 的 内 容 開催時期等 対象 ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ 対面

① 財務会計事務初

任者研修

財務会計事務に関する

初歩的な知識の習得

• 事務処理上の組織や法制の体系等

• 会計年度、予算、収入、支出、契約の基礎

4月第４週公開予定 関係職員 ○

② 財務会計事務担

当職員研修

（制度改正説明等）

制度改正の理解促進と

事務誤りの防止

• R8年度執行方針、R7年度実地検査結果

• R8から適用する改正規定

４月第５週公開予定

（集中視聴期間設定）

関係職員 ○

③ 財務会計事務基

礎研修

財務事務に関する基礎

的知識の習得

• 例示を交えた事務処理の基本的内容

• 参考となる資料の活用方法

４月下旬～５月下旬

（通年）

担当職員 ○

④ 専門研修（会計事

務職員）

財務会計事務に関する

応用知識の習得

• 応用力を高めるための法規等の講義

• グループ討議による具体的な課題演習

10月中旬～11月上旬

（３日間）

実務経験

３年以上

○

⑤ 財務会計事務指

導職員研修会

相談等の場面での迅速

・正確な判断力の養成

• グループ討議による相談等対応演習 １月下旬（１日） 事務指導

を行う者

○

⑥ 専門人材育成研

修

今日的な行政課題に即

したテーマ

• 監査法人の視点による業務委託契約の

精算書類の審査（講義及び演習）

未定 実務担当

者

○

② 財務会計事務担当職員研修
（制度改正説明）
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